
（２）自主防災組織の必要性・ 

 平成 7 年の阪神・淡路大震災では、家屋の倒壊などによる生き埋めや閉じ込

められた人のうち、消防などの公的機関の救助（公助）によるものはわずか２％

で、多くは、自力または家族や隣人などの地域住民によって救出されました。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

被災地域では、発災直後から、いろいろな所で火災等が同時発生し、全ての

災害現場に消防が駆けつけることは不可能な状態となります。災害発生直後は、

公的機関による被災者支援等の緊急対応（『公助』）には限界があります。 

また、被害を最小限に抑えるためには、発災後早い段階での救助が必要とな

ります。 

そのような状況の中で

は、地域住民一人ひとり

が、「自分たちの地域は自

分たちで守る」という『共

助』の取り組みが大変重

要です。 

 そのためには、出火の

防止、初期消火、災害情

報の収集伝達、避難誘導、

被災者の救出・救護、応

急手当、給食・給水の実

施等、地域単位の自主的

防災活動が求められます。 

これらの役割を担う組

織が『自主防災組織』です 。 

 

 

 

 

（（社）日本火災学会：「兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」による

９７．５％

（（社）日本火災学会：「兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」による

９７．５％９７．５％



 

 

   

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

連携

公助 

自分の身は自分で守る 

自分たちの地域は

自分たちで守る 

県・市町村などの行政

や防災関係機関が行

う応急対策活動 

地震災害による被害

を最小限に食い止め

る（減災） 

県民・行政・事業者・ボ

ランティア・・・みんな 

消防 
警察 
自衛隊 
ライフライン 
県・市町村 
 

隣り 
近所 
災害時要援護者 

自主防災組織 

自助 

共助 

命 
家族 
財産 

○ 災害対策の基本 

災害による被害を最小限に抑える（減災）ためには、「自助」・「共助」 

「公助」の連携が重要です。 

 『自助』・・・自分の命は自分で守る 

 『共助』・・・自分たちのまちは自分たちで守る 

 『公助』・・・県・市町村などの行政や防災関係機関による救助・援助等 

    

図 自助・共助・公助の連携 

自主防災組織の組織率の目標について 

首都直下地震の地震防災戦略（Ｈ18.4.21 中央防災会議策定）において

の減災目標として、東京湾北部地震で震度６弱以上の市町村の自主防災組

織率を今後１０年間（平成 28 年度までに）で９６％としています。 

千葉県内の多くの市町村が震度６弱以上の揺れが生じると想定されてい

ます。 

 



自主防災組織結成単位別の特徴 

町内会・自治会を活用した組織例 

結成

方法 
自治会＝自主防災組織 自治会の下部組織 自治会とは別組織 

内容 
自主防災組織という形

式で役員も兼務する。 

町内会の一部として自主

防災活動部門を設置する。

 別個に全く独立した

自主防災組織を作る。

組織作りが容易で、継続しやすい。 

組織としての下地が無

いため組織つくりが難

しい。 

住民にとって組織の仕

組みがわかりやすい。 

経験が蓄積され専門性が高まる。 

活動の独自性を発揮しやすい。 特徴 

 

自治会の役員交代によって活動方針や熱意が変わ

る。 

同一地域に二人の長

がいて、混乱や対立が

起こりやすい。 

 

 

自主防災組織設置のヒント！！！  

 

１  町内会、自治会等に防災部会を設置している場合などに、既に

自主防災組織に類似している組織がある場合には、その活動内容

の充実や強化を図って自主防災体制を強化する。 

  

２  町内会等はあるが、特に防災活動を行っていない場合には、町

内会活動の内容の中で、避難や初期消火などの防災（訓練）活動

を実施し、地域の人々の防災意識を高めて防災部を設置する。  

 

３ 町内会等の組織がない場合には、その地域で活動している何ら

かの組織を活用して自主防災組織の整備を進めていく。 
 
 

※自主防災組織設置をするための注意事項 
①継続して活動が行えること。 
②政治や宗教とは切り離すこと。 
③明確な目的をもつこと。 


